
 

 

 

 

 

 

 

 

 
事前協議期間  令和６年７月１６日（火） から 令和６年８月１９日（月）まで 

応募申請期間  令和６年７月１６日（火） から 令和６年１０月３１日（木）まで 

 

※事前協議をしていない場合、応募申請の受け付けはできませんので、ご注意ください。 
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１ 募集の趣旨 
富田林市では、保育所等への入所希望者が増加し、地域における子育て支援のニーズが求められ、

早急な対策が必要となっている。そのため、認可保育施設を創設（新設）し、運営していただく事業

者を募集します。 

 

２ 応募資格 

富田林市内で幼稚園を運営している学校法人 

 

３ 募集条件等 
３（１） 施設種別  幼保連携型認定こども園 

 

３（２） 募集施設数  １施設 

 

３（３） 整備の方法  既存施設の建て替え及び移転 

 

３（４） 定員 

１号認定子ども 令和６年５月１日時点で最も在籍数が多い学級の在籍数に令和６年５月

１日時点の学級数の合計を乗じた数を上限とする。 

 

（例） 

の場合、最大１０５人 

（３５人×３学級） 

 

 

 ３歳 ４歳 ５歳 

在籍数 ２５ ３０ ３５ 

学級数 １ １ １ 

２号・３号認定子ども ６０～１２０人程度 

 

３（５） 開設時期・・・・・令和８年４月１日 

  ・遅くとも令和８年３月中旬までに整備を完了し、設置認可を受けて運営してください。 

 

３（６） 募集する施設の条件等 

富田林市の教育保育行政を理解し、別表の条件を満たしてください。 

 

４ 運営経費 
４（１） 施設型給付費 

国の示す公定価格によります。（地域区分６／１００） 

 

４（２） 運営費補助 

認定こども園の運営に要する費用に対する補助金については、「富田林市民間保育所等運営費補

助金交付要綱(昭和48年富田林市要綱第3号)」の定めるところによります。 

 

５ 整備補助金等 
５（１） 整備補助金 

・本事業は、こども家庭庁の「就学前教育・保育施設整備交付金（以下、「国補助金」という。）

の事業採択を前提としており、整備費等については、国補助金を受けられる場合にその交付要

綱に基づき市の負担分も含めて補助を行います。ただし、補助対象事業とならなかった場合

や、本事業に係る予算が成立しない場合は事業化を中止することがあります。また、補助金額

については、予算の範囲内といたしますので、あらかじめご了承ください。 

・整備補助金の交付を受けようとする場合、補助金の内示通知(選定後の準備が支障なく進んだ

場合、令和 7 年 4 月頃予定)があるまで、工事着手は認められません。特に内示通知以前に実
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施設計の契約がなされている場合は、補助対象とならないため、スケジュール設定や契約時期

について十分にご注意ください。 

・補助事業により整備した施設を廃止した場合、運営した期間に応じて補助金の返還が生じるこ

とがあります。 

・補助金額は、内示額（交付決定額）を上限とします。 

・補助金額の算定方法についてはこども育成課担当者にお問い合わせください。 

・整備費補助金の交付時期は、整備事業の実績報告後となります。 

・自己所有の建物でない場合は、交付対象外となります。 

・「富田林市認可保育施設整備補助金交付要綱(令和 3 年富田林市要綱第 9 号)」に規定する内容

をご理解の上、応募ください。詳しくは、こども育成課担当者にお問い合わせください。 

 

５（２） 交付の条件 

  ・工事に係る入札は、富田林市の公共工事における手続きに準拠してください。 

 ・入札の執行については、公告等も含め、事業者自身で行ってください。 

  ・やむを得ない場合を除き、応募申請時の施設長予定者を開設時の施設長として常勤配置してく

ださい。 

 

６ 応募方法 
６（１） 事前協議 

募集に関して、以下のとおり事前協議を行います。なお、この事前協議は、応募にあたっての必

須事項となります。事前協議がない場合、応募申請の受け付けはできませんので、重々ご了知くだ

さい。 

ア 事前協議受付期間 

令和６年７月１６日（火）から令和６年８月１９日（月）まで 

イ 事前協議申込方法 

富田林市ウェブサイトから「事前協議申込書」をダウンロードし、協議希望日時、協議内

容などを記入の上、必ずＥメールにて申し込みください。（メールアドレスは本募集要項の

表紙に記載） 

※希望の日時に沿えない場合は、再度希望日をお聞きすることがあります。 

※協議内容は、なるべく詳しく記入してください。 

ウ 事前協議時間帯 

区分 第１部 第２部 第３部 

時間帯 9：30～11：00 13：00～14：30 15：00～16：30 

エ 質問 

 ・質問がある場合は、「事前協議申込書」に記入して提出してください。 

・事前協議にて質問のあった内容及び富田林市の回答については、応募者間の公平を期する

ため公開する場合があります。 

オ 事前協議時に提出が必要な書類 

様式２、様式３ （各３部） 

 

６（２） 応募申請 

ア 受付期間 

令和６年７月１６日（火）から令和６年１０月３１日（木）まで 

（土・日・祝日を除く9：00～12：00及び12：45～17：30） 

イ 応募申請書類 

富田林市ウェブサイトからダウンロードしてください。  
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ウ 受付場所 

こども育成課（富田林市役所 ４階 ２１番窓口） 

エ 提出部数 

正本１部 ＋ 正本の写し８部 ＝ 合計９部 

オ 留意事項 

・応募申請書類提出の際は、持参してください。（郵送不可） 

・受付時の書類確認に時間を要する場合がありますので、必ず事前に連絡をお願いします。 

・各様式・資料毎に間紙を挟み、間紙に様式番号または資料番号を記したインデックスを貼

り付け、１部ずつＡ４縦フラットファイル等に綴じてください。 

・ファイルの表紙及び背表紙に事業者名及び施設名(仮称)を示してください。 

・応募申請書類は、様式の定めがある場合を除き、原則、Ａ４縦型、横書き、片面印刷で作

成してください。(図面類はＡ３サイズも可) 

・応募申請書類及び添付書類に不備や記入漏れがないか確認の上、提出してください。 

・富田林市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合があります。 

・応募期間中は応募申請書類の差し替えが可能ですが、応募期間終了後は富田林市が指示し

た事項を除き、原則差し替え等はできません。 

・応募申請書類は、原則「富田林市情報公開条例(平成11年12月27日富田林市条例第24号)」

に基づく公開対象となります。ただし、第６条に規定する開示をしないことができる情報

は除きます。 

・提出された応募申請書類等は、返却いたしません。 

カ その他 

・応募にかかる一切の費用は、事業者の負担とします。 

・応募申請書類提出後に応募を辞退する場合は、辞退届(様式自由)を提出してください。 

 

７ 事業者の選定 
７（１） 選考方法 

選考は、外部有識者等で構成する「富田林市保育所等運営事業者選考等委員会（以下、「選考委

員会」という。）」が行い、選考委員会の評価及び審査意見をふまえて、富田林市が決定します。 

 

７（２） 審査手順 

ア 書類審査 

・本要項に規定する条件等について、応募申請書類等により審査します。 

イ 面接審査 

・事業者の代表者または事業責任者及び施設長予定者に出席いただき実施します。日時、会

場、面接審査の方法等は、決定次第案内します。 

 

７（３） 審査項目 

項  目 審査の割合 

書類審査 

事業者の基本姿勢 

６割程度 

保育内容 

職員体制 

保護者・地域・市民との関係 

教育保育サービス 

施設整備計画 

面接審査  ４割程度 

※審査項目は変更する可能性があります。 
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７（４） 選定結果 

ア 選定結果は、全応募者に通知するとともに、選定された事業者の名称、整備場所等を富田

林市ウェブサイトに掲載します。 

イ 審査結果が審査基準に達しなければ、選定事業者にはなりません。 

ウ 選定された事業者が辞退した場合は、審査基準を満たした次点の事業者を選定事業者とす

ることがあります。 

 

７（５） スケジュール 

１．事前協議期間 令和６年７月１６日～８月１９日 

２．応募申請期間 令和６年７月１６日～１０月３１日 

３．面接審査 令和６年１２月頃 

４．選定結果通知 令和６年１２月頃 

５．整備補助金協議申請 令和７年１月 

６．整備補助金の内示 令和７年４月頃(選定後の準備が支障なく進んだ場合) 

７．設計・入札・着工 令和７年５月以降 

８．設置認可申請 令和７年１１月頃 

９．竣工 令和８年３月中旬まで 

10．開設 令和８年４月１日 

※上記スケジュールは予定であり、予告なく変更する場合があります。 

 

７（６） 選定後の計画変更の取扱い 

選定を受けた後の応募内容の変更は、表１に掲げるものを除き、原則認めません。ただし、

表２に掲げるものに限っては、審査の評価に影響を与えないものと判断した場合、変更を認め

る場合があります。 

 

表１ 

大阪府または富田林市との設置認可に係る協議において、軽微な指導等があった場合 

開発、建築及び消防等に係る関係官庁等から軽微な指導等があった場合 

 

表２ 

敷地に接する道路の幅員及び敷地が道路に接する部分の長さの変更 

敷地面積が増加する場合の敷地面積及び敷地境界線の変更 

建築面積または延床面積が増加する場合の変更 

建物の階数を変更しない場合の建物の高さの変更 

天井の高さの変更 

建物の構造、材料、設備等の質が向上する場合の変更 

危険及び有害の度合が高くならない変更 

全体的に構造計算をやり直す必要がない範囲の変更 

屋外遊戯場の面積が増加する場合の変更 

認定区分ごとの認可定員を増加する場合の変更 

地域住民等からの改善要請等があった場合の変更 

サービスの向上につながる変更 
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７（７） 欠格事項 

次のいずれかに該当する場合は、選定を受けることができません。 

ア 面接審査に参加しないなど、事業計画等に関する事業者の意思決定が確認できない場合。 

イ 労働基準法等の労働者使用関連法に違反し、きわめて重大な社会的影響を及ぼしていると

認められる場合。 

ウ 事業者の役員(予定者を含む)が、｢暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成

3年5月15日法律第77号)｣に規定する暴力団員、「大阪府暴力団排除条例（平成22年11月4日

大阪府条例第58号）」に規定する暴力団員等または暴力団密接関係者に該当している場合。 

エ その他、事業者または役員（予定者を含む）が、社会的信用を失墜するような行為を行っ

ていると認められる場合。 

 

７（８） 失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、選定の対象から除外します。 

ア 選定審査に関する不当な要求等を申し入れた場合。 

イ 応募申請書類に虚偽の記載があった場合。 

ウ この要項に違反し、または著しく逸脱した場合。 

エ その他不正行為があった場合。 

 

７（９） 選定の取消し事項 

選定を受けた後、７（７）、７（８）に該当することや土地が確保できなくなったときなど、

指定の期日までに開設できないことが明らかとなった場合は選定を取消します。 

 

８ その他 
８（１） 入所児童について 

本事業の入所児童は、富田林市が利用調整（１号認定子どもを除く）の上、決定となります。 

※富田林市において入所児童数の確保を保障するものではありません。 

 

８（２） 整備工事について 

ア 事業者自らの責任において、近隣住民等に対し、建築計画及び工事内容について十分に説

明を尽くし、理解を得るよう努めるとともに、工事中の騒音・振動の防止、工事車両通行の

安全確保等について適切な措置を講じてください。 

イ 工事にあたって、必要な建築確認、開発許可等について関係機関と協議の上、令和８年４

月１日の開設が確実に見込める計画で応募してください。 

ウ 開設前に、関係法令に基づく必要な検査等に合格してください。 

 

８（３） その他 

ア 本募集要項は、現在の法律、政省令、条例等に基づいて記載しています。今後の法律等の

改正により、変更することがあります。 

イ 地域住民と良好な関係が築かれるよう努めてください。 

ウ 本募集要項に記載された事項を遵守してください。 

エ 設計内容、地元地域との関係及び本事業の運営内容について富田林市から指示・指導があ

るときは、これに誠実に従ってください。 

オ ｢ウ｣及び｢エ｣に違背する場合や申込内容に相違・虚偽があったことが判明した場合は、認

可しないことがあります。  
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（別表） 募集する施設の条件等 
 

区分 内容 

（１）基本的な

内容 

① 選定を受けた事業者自らが運営すること。 

② 法令・通知などを遵守し、質の高いサービスを提供するとともに、地域の子

育て支援のニーズに応えること。 

③ 教育保育の内容については、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領（平

成 29 年 3 月 31 日内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第 1 号）」に基づき、

保育計画、指導計画等を作成して実施すること。 

④ ２号・３号認定子どもの募集定員は、すべて新規の入所枠として確保するこ

と。 

⑤ ２号・３号認定子どもの定員構成は、０歳児(生後８週)を３人以上とし、０

歳児≦１歳児≦２歳児≦３歳児≦４歳児≦５歳児となるように構成すること。

また、０歳児から２歳児が定員の４０％以上となるように構成すること。 

⑥ 開所時間は、７時から１９時（延長保育事業を含む）までの１２時間以上と

すること。 

⑦ 休園日は原則として、日曜日、｢国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第

178 号)｣に規定する休日、１月２日から１月３日及び１２月２９日から１２月

３１日とすること。 

（２）土地に関

すること 

① 土地は、原則として事業者が所有（取得見込みを含む）または、国及び地方

公共団体から賃借したものであること。国及び地方公共団体以外の者から土地

を賃借する場合は、｢不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和

について(平成 16 年 5 月 24 日雇児発第 0524002 号・社援発第 0524008 号局長

連名通知)｣に定められた事項を遵守すること。 

② 抵当権等の担保物権が付されていないこと。付されている場合には、施設完

成までの抹消が確実であること。 

③ ｢都市計画法(昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号)｣に基づく開発許可を要する

土地、「農地法(昭和 27 年 7 月 5 日法律第 229 号)」に基づく農地転用を要する

土地及び公有水路等の占用を要する土地については、許可が得られる土地であ

ること。 

（３）施設の整

備に関すること 

① 建物の構造、設備については、｢建築基準法(昭和 25 年 5 月 24 日法律第 201

号)｣、｢消防法(昭和 23 年 7 月 24 日法律第 186 号)｣、｢高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年 6 月 21 日法律第 91 号）｣、｢大

阪府福祉のまちづくり条例(平成 4 年 10 月 28 日大阪府条例第 36 号)｣、「大阪

府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成 18 年 10 月 31 日大阪府条例第 88 号）」、その他の関係法令・通知等を遵

守すること。 

② 既存の建物を活用する場合は、次の要件すべてに適合すること。  

ア ｢建築基準法｣における新耐震基準(昭和56年6月1日施行)に基づく建物、

または｢建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針(平

成 18 年 1 月 25 日国土交通省告示第 184 号)｣に規定する方法により行った耐

震診断により、基準(鉄骨造及びＲＣ造はＩｓ値０．６以上かつｑ値１．０

以上、木造はＩｗ値１．０以上)を満たすことが確認された建物であるこ

と。 

イ 建築確認済証・検査済証の交付を受けている建物であること。なお、検査

済証の交付を受けていない場合は、建築確認申請時の設計図書一式を基に国

土交通省のガイドラインに従い、指定確認検査機関が実施する遵法性調査を

行った結果により、建築基準法及び関係法令に適合していることが保障され

ていること。 

ウ 吹き付けアスベストが不使用または除去済みであること。 

③ 送迎用の駐車スペースを確保すること。 

④ 建設予定地周辺の住民をはじめ、利害関係者との協議を随時行うこと。 
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区分 内容 

⑤ その他、開発及び建築上の制限等について、大阪府ならびに富田林市の所管

課と調整を行い、適切な対応を行うこと。 

（４）資金計

画・事業計画に

関すること 

① 資金計画・事業計画が確実に執行できる見込みがあること。 

② 次に掲げる費用は、すべて事業者が負担すること。 

 ・造成工事、地盤調査、文化財調査、測量、水道分担金等の開発に要する費用 

・土地の確保、施設整備に要する費用 

 ・土地、施設及び備品等の維持管理に要する費用 

 ・既存施設の解体撤去費用 

③ 建築費の他、施設の運営収入が確保されるまでの運転資金として、年間事業

費の１２分の１以上に相当する額を自己資金として確保すること。 

④ 建物の貸与を受ける場合は、賃料が地域の水準に照らして適正な額以下とす

ること。 

（５）設置後の

運営に関するこ

と 

① 施設整備後３０年以内に廃止・譲渡・貸付・交換しないこと。やむを得ない

理由により運営を継続することが困難な事情が生じたときは、富田林市と協議

の上で方針を決定すること。 

② 子育て相談、園庭開放等の地域への子育て支援事業を実施すること。また、

富田林市の子育て支援ネットワーク事業に積極的に参画すること。 

③ 担当行政庁が行う指導監査により指摘を受けた場合は、指摘事項について迅

速な改善措置を取ること。 

④ 施設整備後５年以内に第三者評価を受けること。また、その結果や事業者の

経営内容、保育に関する情報等を積極的に広く公開すること。 

⑤ 障がいの状況等に応じた適切な障がい児保育を実施すること。 

⑥ 地域型保育事業を運営する事業者から連携施設(保育内容、代替保育、卒園

後の受け皿)の相談・依頼があった際は、既に他の施設と連携していたり、設

備や職員数等の理由で適正に運営できなくなるなど、特段の事情がない限り承

諾すること。 

（６）職員に関

すること 

① 施設長及び主幹保育教諭を常勤配置すること。また、保育教諭はバランスの

とれた年齢層の職員構成とすること。 

② 加配が必要な場合など、富田林市の基準に準じた職員配置とするため、保育

教諭の確保に努めるとともに、具体的な保育教諭確保のための計画を策定する

こと。 

③ 配置基準以上の配置に努めること。 

配置基準 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 

令和 6 年度～ 3：1 6:1 6：1 15：1 25：1 25：1 

令和 7 年度～ 

(予定) 
3：1 5:1 6：1 15：1 25：1 25：1 

④ 安定した保育を提供するため、できるだけ正規職員として採用し、労働環境

や処遇の向上に取り組むこと。 

⑤ 職員の資質向上のため、積極的に研修等への派遣を行うこと。 



8 

区分 内容 

（７）給食に関

すること 

① ｢児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について(平成 27

年 3 月 31 日雇児発 0331 第 1 号・障発 0331 第 16 号)｣、「社会福祉施設におけ

る衛生管理について(平成 9 年 3 月 31 日 日社援施第 65 号)」等、厚生労働省

発出の通知等の内容を遵守し、給食を提供すること。 

② 給食及び間食は自園で調理し、子どもの発達段階に応じて月曜日から土曜日

まで実施すること。 

③ 調理業務を外部委託する場合は、「保育所における調理業務の委託について

(平成 10年 2月 18 日児発第 86号)」に従って実施すること。 

④ 定員に応じて必要な数の調理員を配置するとともに、管理栄養士または栄養

士による指導体制が整備されること。 

⑤ 食物アレルギーを有する児童の給食は、アレルギー除去食もしくは代替食と

すること。 

⑥ 食材等の調達には、原材料や添加物など十分な安全性を確保すること。 

⑦ 厳重な衛生管理を行うこと。 

（８）健康管理

に関すること 

① 看護師、准看護師または保健師の常駐配置に努めること。 

② 児童の健康維持のため、身体計測、視力・聴力検査、手洗い・歯みがき指導

などを定期的に実施すること。また、嘱託医との連携のもとで、内科健診（年

２回）、歯科健診、耳鼻科健診、眼科健診を実施すること。 

（９）保護者と

の協働に関する

こと 

① 保護者からの保育内容等にかかる意見、要望については、誠意を持って適切

に対応すること。 

② 常に情報開示に努めること。また、児童・保護者等の個人情報は慎重に取り

扱うこと。 

 

※上表に掲げるもののほか関係法及び通知等を遵守すること。 

▼認定こども園関係の法令及び通知等 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

・幼保連携型認定こども園教育・保育要領 

・大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例 

・大阪府認定こども園の認定、設置認可に関する審査基準及び設置届出における設備運営に関する基準 

・大阪府認定こども園の認定・認可等に関する事務等の運用上の取扱いについて（通知） 

・大阪府認定こども園指導指針 

・その他 

 


